
 

 

 

 

 

 

第 3回評議員会議案書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般財団法人 

2028 年技能五輪国際大会日本組織委員会 

  

別添 



 

【議 案】 

第１号議案 評議員の選任について 

第２号議案 定款及び評議員及び役員等の報酬等並びに費用に関する規程の改正につい

て 

  



 

  

議 案 



第１号議案 評議員の選任について 

以下の者を評議員として選任する。 

 

氏名 所属名 

佐藤 勲 ものつくり大学 

 

（参考）学長任期 

2026年 4月 1日から 2030年 3月 31日まで 

 

（参考：前任者） 

氏名 所属名 

國分 泰雄 ものつくり大学 

 

（参考）学長任期 

2026年 3月 31日で満了 

 

  



第２号議案 定款及び評議員及び役員等の報酬等並びに費用に関する規程の改正につい

て 

公益認定を受けるために必要な規程の整備を行うため、定款及び評議員及び役員等の

報酬等並びに費用に関する規程について所要の改正を行う。 

 

定款 新旧対照表 

改正前 改正後 

（事業計画及び収支予算） 

第８条 当法人の事業計画書及び収支予算

書については、毎事業年度開始の日の前日

までに、会長（第 23 条第３項及び第４項

に規定する代表理事たる会長をいう。以下

同じ。）が作成し、理事会の承認を受けな

ければならない。これを変更する場合も、

同様とする。 

２ （略） 

 

（事業報告及び決算） 

第９条 

１・２ （略） 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主た

る事務所に５年間備え置くとともに、定款

を主たる事務所に備え置くものとする。 

（１）監査報告 

（２）理事及び監事並びに評議員の名簿 

（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等

の支給の基準を記載した書類 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事業計画及び収支予算） 

第８条 当法人の事業計画書及び収支予算

書その他法令で定める書類については、毎

事業年度開始の日の前日までに、会長（第

23 条第３項及び第４項に規定する代表理

事たる会長をいう。以下同じ。）が作成

し、理事会の承認を受けなければならな

い。これを変更する場合も、同様とする。 

２ （略） 

 

（事業報告及び決算） 

第９条 

１・２ （略） 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主た

る事務所に５年間備え置くとともに、定款

を主たる事務所に備え置くものとする。 

（１）監査報告 

（２）理事及び監事並びに評議員の名簿 

（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等

の支給の基準を記載した書類 

（４）運営組織及び事業活動に関する重要

な事項について記載した書類その他法令で

定める書類 

 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第 46 条 この法人が公益認定の取消しの

処分を受けた場合又は合併により法人が消

滅する場合（その権利義務を継承する法人

が公益法人であるときを除く。）には、評

議員会の決議を経て、公益目的取得財産残

額に相当する額の財産を、当該公益認定の

取消しの日又は当該合併の日から 1月以内

に、公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律第 5条第 20 号に掲げる法



 

 

 

（残余財産の帰属） 

第 46 条 当法人が清算をする場合におい

て有する残余財産は、評議員会の決議を経

て、国若しくは地方公共団体又は公益社団

法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律（平成 18 年法律第 49 号）第５条第 20

号に掲げる法人であって租税特別措置法第

40 条第１項に規定する公益法人等に該当

する法人に贈与するものとする。 

 

（公告の方法）  

第 47 条 当法人の公告は、電子公告によ

り行う。 

２ （略） 

 

（議決権の行使の承認） 

第 48 条 当法人が保有する株式又は出資

について、その株式又は出資に係る議決権

を行使する場合には、あらかじめ理事会に

おいて理事総数の３分の２以上の承認を要

する。 

 

（委任） 

第 49 条 この定款に定めるもののほか、

当法人の運営に必要な事項は、理事会にお

いて定める。 

 

（法令の準拠）  

第 50 条 この定款に定めのない事項は、

一般社団・財団法人法その他の法令に従

う。 

 

人又は国若しくは地方公共団体に贈与する

ものとする。 

 

（残余財産の帰属） 

第 47 条 当法人が清算をする場合におい

て有する残余財産は、評議員会の決議を経

て、国若しくは地方公共団体又は公益社団

法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律（平成 18 年法律第 49 号）第５条第 20

号に掲げる法人であって租税特別措置法第

40 条第１項に規定する公益法人等に該当

する法人に贈与するものとする。 

 

（公告の方法）  

第 48 条 当法人の公告は、電子公告によ

り行う。 

２ （略） 

 

（議決権の行使の承認） 

第 49 条 当法人が保有する株式又は出資

について、その株式又は出資に係る議決権

を行使する場合には、あらかじめ理事会に

おいて理事総数の３分の２以上の承認を要

する。 

 

（委任） 

第 50 条 この定款に定めるもののほか、

当法人の運営に必要な事項は、理事会にお

いて定める。 

 

（法令の準拠）  

第 51 条 この定款に定めのない事項は、

一般社団・財団法人法その他の法令に従

う。 

 

評議員及び役員等の報酬等並びに費用に関する規程 新旧対照表 

改正前 改正後 

（公表） 

第７条 この規程は、公益認定法第 20 条

第１項に相当する報酬等の支給の基準とし

て公表する。 

（公表） 

第７条 この規程は、公益認定法第 20 条

に相当する報酬等の支給の基準として公表

する。 

 


